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(54) Title: GRAIN-ORIENTED ELECTRICAL STEEL SHEET

(54) 発明の名称 ：方向性電磁鋼板

(57) Abstract: The present invention proposes a method
FIG. 1 that can reduce the noise generated by a transformer core

and the like when formed by laminations o f a grain-ori
ented electrical steel sheet in wmch core loss has been re

0. 730 duced by a magnetic domain refinement process. In this
steel sheet, linear distortion extending with an orientation
in which an angle formed with a direction perpendicular
t o the rolling direction o f the steel sheet i s an angle of 30°

0. 725 or less i s periodic in the direction o f rolling o f the steel
sheet, core loss (WnAo) i s 0.720 W/kg or less, and mag
netic flux density (B 8) i s 1.930 T . e volume of the clos

0. 720 ure domain arising in the distortion part i s 1.00 3.00% of
the total magnetic domain volume within the steel sheet.

(57) 要約： 磁区細分化処理によ り鉄損 を低減
0 . 715 させた方向性電磁鋼板において、変圧器の鉄心

等に積層 して使用 した場合に該鉄心が発生する
騒音の低減 を可能 とす る方途 について提案す
る。 鋼板の圧延直角方向と成す角度が 30° 以

0 . 710 内の向きに延びる線状の歪を、該鋼板の圧延方
c c 還流磁区の体積分率 ( )

向に周期的に有 し、鉄損 W 17/5。が 0.720 W/kg 以下
および磁束密度 B 8が 1.930 T 以上の方向性電磁
鋼板において、前記歪部分に生 じた、還流磁区
の占める体積 を、鋼板中の全磁区体積の 1.00%

CC Volume fraction (%) of closure domain 以上 3.00% 以下とする。
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明 細 書

発明の名称 ：方向性電磁鋼板

技術分野

[0001 ] 本 発 明 は、 変 圧 器 な どの鉄 心 材 料 に好適 な方 向性 電磁 鋼 板 に関 す る もの で

あ る。

背景技術

[0002] 方 向性 電磁 鋼 板 は、 主 に変 圧 器 の鉄 心 と して利 用 され、 その磁 化特 性 が優

れ て い る こ と、 特 に鉄 損 の低 い こ とが求 め られ て い る。

その ため には、 鋼 板 中の二次再 結 晶粒 を （1 10) [001 ] 方位 （ゴス方位 ） に高

度 に揃 え る こ とや製 品 中の不純 物 を低 減 す る こ とが重 要 で あ る。 さ らに、 結

晶方位 の制 御 や不純 物 の低 減 には限界 が あ る こ とか ら、 鋼 板 の表 面 に対 して

物 理 的 な手 法 で不 均 一性 を導 入 し、磁 区の幅 を細 分 化 して鉄 損 を低 減 す る技

術 、 す なわ ち磁 区細 分 化技 術 が 開発 され て い る。

た とえ ば、 特 許 文献 1 に は、 最終 製 品板 に レ一ザ を照 射 し、 鋼 板 表 層 に高

転 位 密度領 域 を導 入 す る こ とに よ り、磁 区幅 を狭 く し鉄 損 を低 減 す る技 術 が

提 案 され て い る。 また、 特 許 文献 2 に は、 電 子 ビー ム の照 射 に よ り磁 区幅 を

制 御 す る技 術 が提 案 され て い る。

先行技術文献

特許文献

[0003] 特 許 文献 1 ：特 公 昭 57-2252 号 公報

特 許 文献 2 ：特 公平 06-072266 号 公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0004] と こ ろで、 近 年 で は、 変 圧 器 の鉄 心 と して積 層 した と きに発 生 す る、 騒 音

が小 さい こ とも強 く求 め られ て い る。 特 に、 上 記 した磁 区細 分 化 に よ り低 鉄

損 を実現 した方 向性 電磁 鋼 板 を変 圧 器 の鉄 心 に供 した際 の、 変 圧 器 の騒 音 を

抑 制 す る こ とが希 求 され て いた。



[0005] そこで、本発明は、磁 区細分化処理 によ り鉄損 を低減 させた方向性電磁鋼

板 において、変圧器の鉄心等 に積層 して使用 した場合 に該鉄心が発生する騒

音の低減 を可能 とする方途 について提案することを目的 とする。

課題を解決するための手段

[0006] さて、変圧器の騒音は、電磁鋼板が磁化 した時に生 じる磁歪挙動が主な原

因である。例 えば、 3 質量％程度のS i を含有する電磁鋼板 においては、磁化

した方向に鋼板が伸長するのが一般的である。

ところで、連続 レーザあるいは電子 ビーム等で鋼板の圧延方向に対 し、直

交方向あるいは直交方向か ら一定の角度 を持 った線状の歪 を与えると、 この

歪部分 に還流磁 区が発生する。 この鋼板 中の還流磁 区が一切存在せず、かつ

鋼板の磁 区構造が圧延方向を向 く18 0 ° 磁 区のみで構成 される理想的な場合、

鋼板 を磁化 した時の磁 区構造の変化は、既 に磁歪 によって圧延方向に伸び き

つた 18 0 ° 磁 区の磁壁移動のみで完結 し、 それ故磁歪の変化 による鋼板の伸縮

は発生 しない。 しか し、鋼板 中に還流磁 区が存在すると、鋼板 を磁化 した時

の磁 区構造の変化は、 18 0 ° 磁 区の磁壁移動 に、還流磁 区の生成 消滅が加わ

る。 ここで、還流磁 区は板幅方向に伸長するため、還流磁 区の生成 ' 消滅 に

よって鋼板 は圧延方向および板幅方向 板厚方向への磁歪の変化 による伸縮

を示す。従 って、鋼板 中の還流磁 区の量が異なると、磁化 によって生 じる磁

歪、 および変圧器鉄心 と して積層 した時の騒音 も変化することが考 え られる

[0007] そこで、発明者 らは鋼板 中に含 まれる還流磁 区の体積分率 に着 目 し、鉄損

および変圧器の騒音 に与える影響 を調査 した。

まず、鋼板の磁束密度 B 8 と騒音 との関係 について調べた。すなわち、 18 0

° 磁 区内で磁化が圧延方向か らずれていると、電磁鋼板 を磁化 した時に飽和

磁化付近で磁化の回転が生 じる。 このような回転 は圧延方向および板幅方向

の伸縮 を大 きくし、磁歪の増大につながるため、変圧器鉄心 における騒音の

観点か らは不利である。 この ことか ら、結晶粒の [00 1 ] 方位が圧延方向に集積

した高配向性のものが有利であ り、発明者等は B 8 1 . 930 T であるときに、



磁化の回転による変圧器鉄心の騒音増大を抑えられることを見出した。

[0008] 次に、還流磁区の体積分率について述べる。鋼板の圧延方向に生 じる磁歪

の要因は、先に述べたように還流磁区の発生である。この還流磁区が存在す

ると、還流磁区中の磁化は180° 磁区の磁化とは直交 した向きを持っため、鋼

板は縮むことになる。還流磁区が体積分率にして で存在するとき、還流磁

区がない状態に対する圧延方向の磁歪変化は、ス100 に比例する。ここで、ス

100は [ 100] 方向の磁歪定数23 X 10- 6である。

また、理想的な電磁鋼板は全ての結晶粒の [001 ]方位が圧延方向と平行、か

つ180° 磁区の磁化も圧延方向と平行になるが、現実には結晶粒の方位は圧延

方向からのずれ角をもつ。そのため、圧延方向への磁化によって180° 磁区の

磁化回転が生 じ、圧延方向の磁歪が発生する。このとき、 180° 磁区の磁化が

圧延方向と平行である場合に対 して、磁化回転による圧延方向の磁歪変化は

ス100 ( 1 —cos 2 ) に比例する。鋼板を励磁 して圧延方向の磁歪を測定すると、

上記 2 つの要因が混在 したものが観測される。ここで、 B 8 1. 930 T のとき

、結晶粒の [001 ]方位のずれは圧延方向に対 して 4 ° 以下であるが、磁化回転

による磁歪への寄与は（6 X 10- 4 ) ス100以下であり、 3 % Si を含む電磁鋼板の

磁歪に比べて非常に小さい。従って、騒音特性に優れた B 8 1. 930 T である

鋼板においては、磁歪の要因として磁化の回転は無視することができ、還流

磁区の体積分率の変化のみによって支配されていると考えて差 し支えない。

従って、圧延方向の磁歪を測定することによって、還流磁区の体積分率を評

価することができる。

[0009] さて、還流磁区の体積分率を求めるためには、鋼板中に還流磁区が全 くな

い状態と最大量の還流磁区が生 じている状態とを比較する必要がある。 しか

しながら、従来の磁歪評価では鋼板を磁気飽和させることなく測定を行って

おり、このような状態では鋼板中の還流磁区が残存 しており、還流磁区の体

積分率を正 しく評価できない。そこで、発明者 らは、飽和磁束密度下での磁

歪測定から、還流磁区の体積分率を評価 した。飽和磁束密度下では鋼板の磁

区は全て180° 磁区となっており、交流磁場によって磁束密度が 0 (ゼロ）に



近 づ くと還 流 磁 区 が 発 生 して磁 歪 が 生 じる。 この と きの磁 歪 の 最 大 値 と最 小

値 との差 ス P _ P を用 い て、 以 下 の 式 （A ) で 還 流 磁 区 の 体 積 分 率 を求 め た。

（Α )

[00 1 0 ] 次 い で、 鋼 板 の 還 流 磁 区 の 体 積 分 率 を計 算 し、 単 板 磁 気 試 験 器 （SST) に よ

る W 17/50 の 測 定 と変 圧 器 鉄 心 の騒 音 測 定 と を実 施 した。 これ ら測 定 結 果 を、 図

1 に整 理 して 示 す。 還 流 磁 区 の 体 積 分 率 は上 記 方 法 を用 い て 計 算 し、 圧 延 方

向 の磁 歪 測 定 は、 周 波 数 50Hz お よび 飽 和 磁 束 密 度 下 で レ一 ザ ドッ ブ ラ振 動 計

を用 い て 行 った。 W 17/50 は周 波 数 5 0 Hz、 最 大磁 束 密 度 1 . 7 T に お け る鉄 損 で あ

る。 また、 変 圧 器 鉄 心 の励 磁 条 件 は周 波 数 5 0 Hz、 最 大磁 束 密 度 1 . 7 T で あ る

。 試 料 は、 板 厚 0 . 23mm の 方 向性 電磁 鋼 板 で、 B 8 1 . 930 T を満 た す も の で あ

る。 歪 を導 入 す る方 法 は、 レ一 ザ ビー ム の 出 力 1 00W 、 走 査 速 度 1 0 m/s 、 鋼 板

表 面 に お け る ビ一 厶径 を変 化 させ た種 々 の 条 件 に て、 鋼 板 表 面 に連 続 レ一 ザ

ビー ム を照 射 した。

な お、 ビ一 厶径 を変 化 させ る方 法 と して は、 鋼 板 表 面 上 で レ一 ザ ビ一 厶 を

照 射 した い 点 お よび そ の 周 辺 領 域 に レ一 ザ を収 束 させ る た め の、 集 光 レンズ

に入 射 す る レー ザ ビー ム の径 を変 化 させ る こ とで 対 応 した。 これ に よ り、 発

明者 らは ビ一 厶径 を拡 大 して い くと、 試 料 に導 入 され る還 流 磁 区 の 体 積 分 率

は低 下 して い き、 そ れ に伴 って鉄 心 の騒 音 も減 少 して い くこ と を見 出 した。

[00 1 1 ] — 方 で、 W 17 50は ビ一 厶径 が、 レ一 ザ 照 射 装 置 で 可 能 な ビ一 厶径 の 最 小 値 に

近 い と こ ろで 最 小 とな り、 ビ一 厶径 を拡 大 す る と、 W 17 50は劣 化 す る傾 向 に あ

る こ とが 判 明 した。 特 に、 ビ一 厶径 の拡 大 に よ って 還 流 磁 区 の 体 積 分 率 が 1 . 0

0 % 未 満 に な る と、 W 17 /50 は 0 . 720W/kg よ りも劣 化 し、 良 好 な磁 気 特 性 が得 られ

な くな った。 ビ一 厶径 拡 大 に よ る還 流 磁 区 の 体 積 分 率 低 下 は、 鋼 板 に導 入 さ

れ た 歪 の減 少 を意 味 す る こ とか ら、 この よ うな磁 気 特 性 の 劣 化 は磁 区細 分 化

効 果 が 薄 れ た た め で あ る と考 え られ る。

[00 12 ] 以 上 の結 果 か ら、 発 明者 らは B 8 に優 れ 、 か つ導 入 され た 歪 の 量 を、 歪 部 分



に生 じる還流磁区の体積分率に して 1. 00% 以上3 . 00% 以下の範囲とすること

で、変圧器鉄心等として好適な騒音特性および磁気特性に優れた方向性電磁

鋼板を提供するに至った。

[001 3 ] すなわち、本発明の要旨構成は、次のとおりである。

( 1 ) 鋼板の圧延直角方向と成す角度が30° 以内の向きに延びる線状の歪を

、該鋼板の圧延方向に周期的に有 し、鉄損W 17/50が0. 720W/kg 以下および磁束密

度 B 8が 1. 930 T 以上の方向性電磁鋼板であって、前記歪部分に生 じた、還流磁

区の占める体積が、鋼板中の全磁区体積の 1. 00% 以上3 . 00% 以下であること

を特徴 とする騒音特性に優れた方向性電磁鋼板。

[0014] ( 2 ) 前記線状の歪が、連続 レーザ ビームの照射により導入されてなること

を特徴 とする前記 （1 ) に記載の方向性電磁鋼板。

[001 5] ( 3 ) 前記線状の歪が、電子 ビームの照射により導入されてなることを特徴

とする前記 （1 ) に記載の方向性電磁鋼板。

発明の効果

[001 6] 本発明によれば、歪み付与を用いて鉄損が低減された、方向性電磁鋼板を

積層 した変圧器において、より低い騒音を達成できることが可能になった。

図面の簡単な説明

[001 7 ] [ 図 1] 本発明における還流磁区の体積分率について好適な範囲を示すものであ

る。

発明を実施するための最良の形態

[001 8 ] まず、変圧器騒音すなわち鋼板の磁歪振動に関 しては、素材結晶粒の磁化

容易軸への集積度が高いほど振動振幅が小さくなることから、騒音抑制には

磁束密度 B 8で 1. 930T以上であることが必要である。磁束密度 Β 《1 . 930 Τ未満

の場合、磁化過程において磁化を励磁磁界と平行とするために磁区の回転運

動が必須となるが、 このような磁化回転は大きな磁歪の変化を生 じて変圧器

騒音を増大させる。

また、付与する歪の向きや間隔あるいは領域を変えると、得 られる鉄損低

減効果が変化する。適切な歪付与がなされない場合、鉄損が十分に低減され



ずに良好な磁気特性が得 られなか った り、還流磁 区の体積分率 を制御 しても

磁歪が減少せず変圧器騒音 を抑制で きない場合がある。 そこで、歪が適切 に

付与 されて、鉄損W 17/50が0. 720W/kg 以下である鋼板 を使 うことによって、還流

磁 区の制御 による騒音低減効果 を得 ることがで きるようになる。

[001 9] 次 に、歪 を導入する方法 と しては、連続 レーザ ビーム照射や電子 ビーム照

射等が適 している。照射方向は圧延方向を横切 る方向、好適 には圧延方向に

対 して 60° ~90 ° の方向 （圧延直角方向 と成す角度が30° 以内の向 き）であ

り、 この照射 を圧延方向へ 3 ~ 15mm程度の間隔で行 う。歪の導入量は飽和磁

束密度 を与える交番磁場の下で圧延方向の磁歪 を測定 し、上記 した式 （A )

によって還流磁 区の体積分率 を計算することで評価で きる。磁歪の測定は電

磁鋼板単板 を用意 し、 レーザ ドッブラ振動計あるいは歪ゲージを用いた方法

で測定するのが望 ま しい。

[0020] こ こで、 連続 レーザ ビームを用いる場合の照射条件は、 ビ一厶径が0. 1mm~

m パ ワー密度 は走査速度 に依存するが、 100~1 0000 W/mm2の範囲が好 ま し

し、。 レ一 ザ ビームの集光径 については、 レ一 ザ照射装置の機器構成で決定さ

れる最小径が0. 1mm以下 となるような細い ビームをそのまま直接鋼板表面 に照

射すると、歪の導入量が大 きくな り、還流磁 区の体積分率 も大 きくな つて、

変圧器鉄心 における騒音が増大 して しまう。従 って、 レーザ収束用の集光 レ

ンズに入射する レーザ ビームの径 を変化 させることによって、還流磁 区の体

積分率 を調整する。例 えば、鋼板表面 における ビ一厶径 を最小径の 2 倍程度

に大 きくした条件で照射することが好 ま しい。 また、集光径が大 きくな りす

ぎると、磁 区細分化効果が薄れ、鉄損の改善が抑制 されて しまうため、集光

径の拡大は 5 倍程度 までにとどめることが望 ま しい。励起源 と しては半導体

レーザ励起のファイバ一 レーザ等が有効である。

[0021 ] —方、電子 ビームを用いる場合の照射条件は、加速電圧 10~200kV 、 ビーム

電流 0. 005~1 0mAが好 ま しい。 ここで、 ビーム電流量 を調整することによって

、還流磁 区の体積分率 を調整することがで きる。加速電圧 にも依存するが、

電流が この範囲を上回ると、歪の導入量が大 きくな って変圧器鉄心 における



騒音が増大する。

[0022] なお、方向性電磁鋼板は、鉄損W 17/50が0. 720W/kg 以下および磁束密度 B 8が 1

. 930 T 以上の特性を有 していれば特に成分組成は問わないが、例えば質量％

で、 C ：0. 002~0. 10% 、S i ：1. 0~7. 0% およびMn ：0· 0 1~0· 8% を含み、さ

らにA L ：0· 005~0. 050% 、 Ν ：0. 003-0. 020%, Se ：0 003~0. 030% および

S ：0. 002~0. 03% のうちの 1 種 または 2 種以上を含有する成分組成が好適で

ある。

実施例 1

[0023] 質量％で、 C ：0. 07% 、S i ：3 . 4% ぉょび1^ ：0. 12% 、A L ：0. 025% 、Se ：0

. 025% および N : 0. 0 15% を含み、残部がFeおよび不可避的不純物か らなる鋼

スラブを連続錶造にて製造 し、 この スラブを1400 °C に加熱 してか ら熱間圧延

を施 して熱延板 とし、 この熱延板に熱延板焼鈍を施 した後、中間焼鈍を挟む

回の冷間圧延を施 して、最終板厚 0. 23mmの方向性電磁鋼板用冷延板を得た

。次いで、 この方向性電磁鋼板用冷延板を、脱炭、一次再結晶焼鈍 した後、M

gOを主成分 とした焼鈍分離剤を塗布 し、二次再結晶過程 と純化過程を含む最

終焼鈍を施 し、 フ ォル ステライ ト被膜を有する方向性電磁鋼板を得た。そ し

て、 この方向性電磁鋼板に60% のコロイダルシ リカとリン酸アル ミニウムか

らなる絶縁 コ一 卜を塗布 し、 800 °C にて焼付けた。ついで圧延方向と直角に連

続 ファイバ一 レ一ザを照射する磁区細分化処理を施 した。 レ一ザ照射につい

ては、 レーザ平均出力 100 W、 ビームの走査速度 10m/s とし、鋼板表面での ビ

—厶径を変えた種々の条件を適用 した。得 られた試料のSST測定器によるW17 /50

測定を行 うとともに、幅 100 mmおよび長さ280 mmの長方形にせん断 して、 レ

—ザ ドッブラ振動計を用いて圧延方向の磁歪を測定 し、上記 した式 （A ) に

従 って鋼板中の還流磁区の体積分率を算出 した。 また、試料を幅 100 mmの斜

角材 として、厚さ15 mmに積層 して 3 相変圧器鉄心を作製 し、 コンデンサマイ

クロフオンを使用 して最大磁束密度 1. 7 丁、周波数 50 Hzにおける騒音を測定

した。その際、聴感補正として A スケール補正を行 っている。

[0024] 計測された変圧器鉄心の騒音を、 レーザ ビームのフ ォー カスおよび鋼板表



面でのビ一厶径の条件や、鋼板の B 8および還流磁区の体積分率の算出結果と

併せて、表 1 に示す。同表から明らかなように、 B 8 1. 930 T で、還流磁区

の体積分率が指定の範囲内にある鋼板では変圧器鉄心の騒音が36 dBAよりも

低 く、W 17 /50も0. 720W/kg 以下の良好な特性が得 られている。

[0025] —方で、 ビーム径が細すぎる領域では還流磁区の体積分率が発明範囲から

外れており、騒音も劣化 している。また、 ビ一厶径が太すぎると、還流磁区

の体積分率は発明範囲内でかつ騒音特性も良好であるが、W 17 /50が高 くなる。

また、還流磁区の体積分率が発明範囲内にあり、かつ鉄損も良好なものであ

つても、 B 8が1. 930 T より低い鋼板では変圧器鉄心の騒音が劣化 している。

これから、変圧器鉄心等として好適な方向性電磁鋼板であるためには、磁束

密度 B 8、鉄損W 17 /50および還流磁区の体積分率の 3 つがすベて発明の範囲に

収まることが重要である。

[0026] [ 表 1]

表 1

実施例 2

[0027] 実施例 1でレ一ザビ一厶照射に用いたレ一ザ照射前の電磁鋼板と同 じ試料に

、加速電圧60kV、 ビ一厶速度30m/s の条件下でビ一厶電流を変えた種々の条件

の電子ビ一厶を照射 した。得 られた試料を実施例 1と同様にして、鋼板中の還

流磁区の体積分率、W 17/50および変圧器鉄心の騒音を測定 した。



計測された変圧器鉄心の騒音を、ビ一厶電流、 B 8、還流磁区の体積分率と

あわせて表 2 にまとめた。電子ビームにおいても、 B 8 1. 930 T かつ、ビ一

厶電流を下げて還流磁区の体積分率が指定の範囲内にあるものは、騒音が36

dBA以下で低騒音化されている。

[0028] 一方、電流密度を上げた条件では、還流磁区の体積分率が発明範囲を上回

つた結果、騒音が増大 し、電流密度を下げていくと、還流磁区の体積分率が

発明範囲を下回ってW 17 /50が劣化 した。また、還流磁区の体積分率が発明範囲

内、かつW 17 /50が0. 720W/kg以下であっても、 B 8 < 1. 930 T であるものについ

ては騒音が36 dBAより大きくなつており、電子ビーム照射においても、磁束

密度 B 8、鉄損W 17 /50および還流磁区の体積分率の 3 つがすベて発明の範囲に

収めることにより、初めて磁気特性と騒音特性が両立できる。

[0029] [表2]

お口
表2

還流磁区の鋼板 ビーム電流 B 8 騒音
No. (mA) 体積分率

(T) (dBA) 備考
(%)

1 10 4.70 1.932 0.704 4 1.4 比較例
2 9 3.76 1.930 0.707 4 1 . 1 比較例
3 8 3.45 1.934 0.7 1 38.6 比較例
4 7.5 3.00 1.936 0.7 2 35.8 発明例
5 7 2.88 1.920 0.720 36.7 比較例
6 7 2.46 1.930 0.7 14 35.5 発明例
7 6 2.1 2 1.935 0.7 7 35.2 発明例
8 4 1.24 1.933 0.7 9 35.0 発明例
9 3.5 1.00 1.934 0.720 34.7 発明例
10 3 0.86 1.93 1 0.73 1 34.5 比較例



請求の範囲
鋼板の圧延直角方向と成す角度が30° 以内の向きに延びる線状の歪

を、該鋼板の圧延方向に周期的に有 し、鉄損W 17/50が0. 720 W/kg 以下

および磁束密度 B 8が1. 930 T 以上の方向性電磁鋼板であつて、前記歪

部分に生じた、還流磁区の占める体積が、鋼板中の全磁区体積の1. 00

%以上3 . 00% 以下であることを特徴とする騒音特性に優れた方向性電

磁鋼板。

前記線状の歪が、連続レ一ザビームの照射により導入されてなるこ

とを特徴とする請求項 1に記載の方向性電磁鋼板。

前記線状の歪が、電子ビームの照射により導入されてなることを特

徴とする請求項 1に記載の方向性電磁鋼板。
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